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電力の「環境配慮契約」が推奨されているが、
現在のしくみでは不十分

• 裾切り方式＋最低価格落札方式
• 裾切の基準がゆるく、
ほとんどの会社が参加できる

• 再エネの割合はほとんど評価されない
• 結局は価格で決まるため、
大手電力会社が有利

• 入札する案件が対象

• 国は義務、地方公共団体は努力義務
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＜2020年度の東京電力ほかエリアの配点例＞

※今後見直される予定



自治体の電力調達と可能性

自治体の
電力調達

環境配慮調達基準の見直し
（大規模・入札する施設）

再エネ重視の裾切

総合評価方式

再エネ100%調達

独自の再エネ重視調達
（小規模施設／大規模施設）

協定などに基づいて
保育園や環境教育施設など

他地域との連携による
再エネ調達

姉妹都市など

新たな連携

自治体新電力の設立 域内での再エネ設置・活用

域内の事業者や市民への
再エネ調達推奨

再エネ重視の電力会社

地域の電力会社

ごみ発電の活用
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気候変動
目標・政策

世田谷区
江戸川区

吹田市

世田谷区

平塚市

東京都

東京都

世田谷区

港区

世田谷区

目黒区

横浜市

武蔵野市

所沢市

山形県

世田谷区

港区

浜松市

「ゼロエミッション東京戦略」（2019）より

東京23区



8/5オンラインセミナー
自治体の電力調達と気候変動政策
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☞https://power-shift.org/jichitai-seminar-200805/

「パワーシフト」「自治体」「8月5日」などで検索できます！



要注意！エシカル・持続可能な再エネを選ぶには
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• もとの電源は火力や原発、JEPX

•原子力証書や廃プラスチック証書

「CO2ゼロエミ」
電気

• もとの電源は火力や原発、JEPX

•グリーンウォッシュで再エネ増加につながらない
「実質再エネ」

•パーム系燃料や輸入木質燃料による大規模バイ
オマス発電

•森林伐採や土地改変を伴う形の太陽光発電など

持続可能でない
再エネ

•ほとんどを大手電力が所有

•付加価値はゼロ、再エネ増加に貢献しない

•減価償却が終わった「安い」電気

既存大規模水力
の電気

注意！グリーンウォッシュ、SDGsウォッシュとならないために・・・



こだわりの再エネでつながりを豊かに
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地域の新電力

自治体や市民主体
の再エネ発電所

自治体の発電所や
市民協同発電所

地域の事業所や
公共施設、お店など

一般家庭

参加、連携

電力供給

電気料金

人のつながり

農産物

福祉

子育て
支援

高齢者
見守り

地産地消


